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地域働き方・職場改革等推進会議について

設置の趣旨・目的

〇 全世代型社会保障を構築していくためには、個人のライフスタイル・ライフサイクルに応じた多様な働き方やキャリア選択が可能となり、
将来への展望を持ちながら安心して働くことができる環境を整備することが重要である。

〇 我が国が「人材希少社会」に入る中で、全ての人が幸せを実感できる、人を財産として尊重する「人財尊重社会」を築いていく必要があ
り、「地方創生2.0の「基本的な考え方」」（令和６年12月24日新しい地方経済・生活環境創生本部決定）を踏まえ、楽しく働き、楽しく
暮らせる場所として、若者や女性にも選ばれる地方を実現するため、地域の関係者や有識者が議論し、共に地域の働き方・職場改革等の
推進に取り組む地域密着型の活動を促進し、先行可能な地域からの実践を支援する必要がある。

〇 この支援について、有識者を含めて検討し、関係行政機関で連携して実施するため、全世代型社会保障構築本部の下に、地域働き方・職
場改革等推進会議を開催する。

推進会議のメンバー（◎：議長、〇：副議長）

◎青木一彦 内閣官房副長官（参） 猪熊律子 読売新聞東京本社編集委員

〇西野太亮 内閣府大臣政務官（全世代型社会保障改革担当） 小安美和 ㈱ Will Lab代表取締役

今井絵理子 内閣府大臣政務官 （新しい地方経済・生活環
境創生担当）

白河桃子 昭和女子大学客員教授、情報経営イノベーショ
ン専門職大学特任教授

友納理緒 内閣府大臣政務官（男女共同参画担当） 菅原茂 宮城県気仙沼市長

安藤たかお 厚生労働大臣政務官 平井伸治 鳥取県知事

古屋星斗 リクルートワークス研究所主任研究員

山本蓮 地方女子プロジェクト代表

幹事会のメンバー（◎：議長、〇：副議長）

◎内閣官房全世代型社会保障構築本部事務局総括事務局長 厚生労働省大臣官房審議官（雇用環境、均等担当）

〇内閣官房全世代型社会保障構築本部事務局審議官
厚生労働省大臣官房政策立案総括審議官（統計、総合政策、
政策評価担当）（政策統括室長代理 併任）

内閣官房全世代型社会保障構築本部事務局参事官 内閣官房新しい地方経済・生活環境創生本部事務局参事官

内閣官房新しい地方経済・生活環境創生本部事務局審議官 内閣府男女共同参画局推進課長

内閣府大臣官房審議官（男女共同参画局担当）
厚生労働省大臣官房参事官（雇用環境政策担当）（雇用環
境・均等局総務課雇用環境政策室長併任）

財務省大臣官房審議官（大臣官房担当）

幹事会（サポートメンバー）

〇 関係府省で連携して取組を進めるため、

会議の下に、関係行政機関の職員で構成

する幹事会を置く。

取組の参加自治体

〇 本取組に参画する自治体を募集した結

果、全国68自治体（24県・44市町村）が

取組に参加。

スケジュール

〇 ４月25日（金）第１回会議開催

〇 ６月以降（順次）

各自治体における取組開始
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地域働き方・職場改革の取組参加自治体

〇 地域の「職場」に呼びかけて課題への気づき・対応を促し、若者・
女性にとっての「職場」の魅力を高めていく取組を進めていこうと
する自治体を公募。

〇 ３つの先行自治体を含む全国68の自治体（24県、44市町村）が参加
し、国と連携しながら「若者・女性にも選ばれる地方」に向けた地
域働き方・職場改革の取組を開始。
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「地域働き方・職場改革」の取組参加自治体に対するサポート概要

それぞれの地域が｢点｣として試行錯誤するのではなく、
取組意欲ある自治体を｢面｣としてネットワークでつなぎ、経験・知見を共有することで、
全国の職場・意識改革を加速していきます。

主なサポート
の内容

【経験・知見の共有】
有識者による取組効果を高めるためのレクチャーの機会や、先行自治体による経験（取組内容・失敗や試行錯誤過程）
の共有を図る機会を提供。
また、取組参加自治体の間で、情報連携や、担当者の悩みの共有、有識者による助言等の機会を設定。

【効果的な手法の提供】
国として、先行自治体の経験や有識者の知見を踏まえたガイドブック（標準手順例）とツール（気づきのための
アンケートのひな型や、各種分析ツール、研修素材等）を提供。

「若者や女性にも選ばれる地方」に向けて積極的な取組を行う自治体として、国のホームページ等においてＰＲ
（就職時のＵターン等に向けた大学・民間就職サイト等との連携を模索）。

各府省横断の支援チームにおいて、取組参加自治体からの相談に対し、先行自治体の経験等を踏まえた相談・助言等
を実施。相談内容に応じた専門機関へのつなぎ実施（例：参加企業の掘り起こし等への都道府県労働局の協力、
働き方改革全般や非正規雇用労働者の処遇改善等に課題を抱える企業に対する「働き方改革推進支援センター」
による個別相談支援等）

取組参加自治体で働き方・職場改革等のワークショップ等を実地するための有識者を紹介。
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